
調査用紙と併せてみながら、ご回答ください。

1

本調査は、貴自治体における自殺対策推進に係る全般的な状況を伺い、各都道府県・
全国における推進状況を整理することで、我が国における今後の自殺対策推進のため
の基礎資料となるものです。なお、JSCPへの提出締め切りは10月３日（金）となって
おります（地域自殺対策推進センター取りまとめの上で提出となります。市町村から
直接JSCPへ提出するのではありませんのでご注意ください。）

2 調査表は、印刷すると12枚（A４横）で印刷されるように設定しています。

自治体番号は正しくご記入ください。(シート：自治体コードで確認が可能）

こちらでもご確認いただけます。https://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html

※　6桁の団体コードの左から上位５桁を記入してください。

4
前年度回答についてご確認されたい自治体については、個別にお問い合わせくださ
い。

5
未回答（空欄）の場合には、セルが「斜線網掛け」となって表示されたままとなりま
す。網掛け箇所が残っていないか提出前にご確認お願いします。（回答対象外の項目
については網掛けのままで問題ありません）

6

入力についての補助説明（数値記入、プルダウン、自由記載）は「F列」のコメントに
注釈メモを示しています。それに従って回答を進めてください。エクセルのバージョ
ンやセキュリティ等により、コメントが表示されないことがございます。その場合は
注釈メモをご覧ください。

7
回答については、プルダウン入力、数値入力、自由記述、入力不要（自動計算）の 項
目となります。特にプルダウン項目については、セルを選択すると▼ボタンが出てま
いりますので、そちらから回答を選択してください。

8
第４次自殺総合対策大綱（令和４年10月閣議決定）及び「こどもの自殺対策緊急強化
プラン（令和５年６月決定）」を踏まえ、いくつか新設の項目もございます。これら
の項目についても、コメントに従って回答してください。

9
自治体により、自殺対策担当部署が複数か所に設置されている場合は、いずれかが取
りまとめの上、自治体で１つの回答として作成をお願いいたします。

3

https://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


注釈メモ

№

1

2

3

4 行政区分

★

★ 地域における自殺の基礎資料（自殺日・住所地、令和６年中）の自殺死亡率

5

6

7 担当が複数部署になる場合は取りまとめや連絡調整を担う部署を代表とする

8

9
注）専任とは、個人の業務における比重として50%以上を自殺対策に充てる職員を示す。常勤と
は、雇用契約に一定の定めがなく勤務する職員を示す。

10
注）専任とは、個人の業務における比重として50%以上を自殺対策に充てる職員を示す。常勤と
は、雇用契約に一定の定めがなく勤務する職員を示す。

11
注）兼任とは、個人の業務における比重として50%以上を自殺対策以外に充てる職員を示す。常
勤とは、雇用契約に一定の定めがなく勤務する職員を示す。

12
注）兼任とは、個人の業務における比重として50%以上を自殺対策以外に充てる職員を示す。常
勤とは、雇用契約に一定の定めがなく勤務する職員を示す。

★

13

14

15

16
地域自殺対策計画の策定について尋ねています。完了していない自治体は、No.27へ飛んでくだ
さい。

17
注）次期計画改定年度とは、次期計画の改定に向けた作業を行う年度を意味する。例えば令和６
年度以降を新たな計画期間とする計画があるとし、その改定作業を前年度である令和５年度に行
う場合には、令和５年度と回答すること。

18

19

20
注）自殺対策計画は、単独か他計画の中に含まれるかを問わないものとする。また最上位計画と
しては、〇〇市基本計画、総合計画等を想定する。

21

22

23

24

25

26

27
注）策定予定年度とは、計画の策定に向けた作業を行う年度を意味する。例えば令和６年度以降
を計画期間とする計画があるとし、その策定作業を前年度である令和５年度に行う場合には、令
和５年度と回答すること。

28

29

30

31

32

33

34 自殺対策に関連する条例および自殺対策を内包する条例を含む

35

36

37

自治体コード

都道府県名

市区町村名

住民票基本台帳の人口における

総人口（令和６年時点）

自殺死亡率

自殺対策担当部署の名称（部局および課室名）

自殺対策の専門部署か否か

担当部署メールアドレス
 〔外部機関（LGWAN以外）からの受信が可能なアドレス〕

担当部署電話番号

いのち支える自殺対策推進本部等を設置することへの言及の有無
　※有無を選択

パブリックコメントの実施
　※有無を選択

計画作成や見直しの際に、住民等に対して、自殺に関する意識調査等を実施し
ている　※有無を選択

合計

自殺対策の計画または自殺対策に関する記載がある計画の有無

その計画の策定に当たっては、「『地域自殺対策計画』策定・見直しの手引」
を参照されましたか

現行の「自殺対策の計画または自殺対策に関する記載がある計画」のウェブサ
イト掲載先リンク

策定・改定終了年度
　※プルダウンリストより選択

次期改定年度（中間見直しを含む）
　※プルダウンリストより選択

自殺対策単独の計画か、それとも他計画の中に含まれる計画か
　※プルダウンリストより選択

他計画の種別
　※プルダウンリストより選択

計画に掲載された事業に対する評価指標の設定
　※プルダウンリストより選択

計画の策定予定年度
　※プルダウンリストより選択

専任常勤

専任非常勤（会計年度任用職員）

兼任常勤

兼任非常勤（会計年度任用職員）

自殺対策計画と最上位計画の関係性

巻頭における首長からのメッセージ
　※有無を選択

自殺対策計画とSDGsの関係性
　※プルダウンリストより選択

計画全体の推進状況評価
　※プルダウンリストより選択

確認シート等を利用し、計画の進捗状況を整理しているか
　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況を踏まえ、PDCAサイクルに基づく計画全体の評価を実施してい
るか　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況について、庁内横断的な会議体（いのち支える自殺対策推進本
部等）で共有しているか　※プルダウンリストより選択

計画の進捗状況について、庁外関係者を含む会議体（自殺対策連絡協議会等）
で共有しているか　※プルダウンリストより選択

貴自治体で行った一押しの事業（事業名を記載）
※一押しの事業とは、各自治体が行っている自殺対策事業の中で、地域特性に
合った事業であり、自治体において一番力を入れて推し進めたい事業を指す

自殺対策についての条例を制定しているか
　※有無を選択  ★条例のみ（要綱等はあてはまりません）

庁内横断的な会議の設置の有無
　※有無をプルダウンリストから選択

議長役職　※プルダウンリストより選択

昨年度の開催回数　※プルダウンリストより選択



38

39

40

41

42

43

44 集合研修（派遣含む）

45 YouTube等の動画配信

46 その他オンライン研修（動画等）

47

48

49
注）動画視聴の場合、一度に複数名が視聴している可能性はあるものの、視聴回数を受講者数と
勘案して記入するものとする。

50
注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。た
だし、都道府県においては、管内市町村における自治体職員数は含めず、庁内における職員を対
象とすること。

51 注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。

52 注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。

53
注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。な
お、その他のカテゴリーと明確に区分することができない場合、カテゴリー間で二重に計上して
も構わない。

54
注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。な
お、その他のカテゴリーと明確に区分することができない場合、カテゴリー間で二重に計上して
も構わない。

55
注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。な
お、その他のカテゴリーと明確に区分することができない場合、カテゴリー間で二重に計上して
も構わない。

56
注）対象範囲は、各自治体の策定した自殺対策計画において対象とされている範囲に基づく。な
お、その他のカテゴリーと明確に区分することができない場合、カテゴリー間で二重に計上して
も構わない。

★

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66 自殺対策担当部署以外が設置している窓口も含める

67 自殺対策担当部署以外が設置している窓口も含める

68 自殺対策担当部署以外が設置している窓口も含める

69 自殺対策担当部署以外が設置している窓口も含める

70 自殺対策担当部署以外が設置している窓口も含める

71

72 　啓発事業（講演会、イベント事業）の有無

73 　広報誌等による啓発事業の有無

74

75

76

77

78

79

80

81

82

庁外会議の設置の有無
　※有無をプルダウンリストより選択

会議体に参画する民間（庁外）団体／機関の数
 ※整数入力

内）自殺対策に係る民間団体／機関の数
 ※整数入力

行政職員
　※整数入力

教職員
　※整数入力

職能団体等
　※整数入力

ボランティア団体
　※整数入力

民生・児童委員
　※整数入力

住民
　※整数入力

内）自死遺族等支援に係る民間団体／機関の数
 ※整数入力

昨年度の開催回数
　※プルダウンリストより選択

ゲートキーパー研修の実施状況　※有無をプルダウンリストより選択

ゲートキーパー研修の
形態
※実施状況をプルダウ
ンリストより選択

行政職員向け実施率（％）
 ※累積人数／対象人数、リストより選択

養成人数の把握　※プルダウンリストより選択

受講者数（自治体として把握している研修受講者数）
　※整数入力

その他
　※整数入力

合計（№48で「すべて把握」と回答している自治体は、№49受講者数と一致し
ない場合は、確認をお願いいたします）

自殺予防週間（９月10～16日）または自殺対策強化月間（３月）等の機会に合
わせてイベント等を実施している

ウェブサイトやSNSで案内している

窓口でパンフレット、チラシ、カード等を使って案内している

関係団体や関係者を通じて案内をしている

住民に配布される便利帳などに窓口が載っている

広報誌やメディア（デジタルサイネージを含む）を通じて案内している

死亡届や戸籍等の手続きに関する冊子やコーナー（おくやみコーナー等）で窓
口や事業を案内している

その他の具体的手法で実施
　※有無をプルダウンリストより選択

都道府県と市町村が連携した広報・啓発活動等の実施の有無
　※プルダウンリストより選択

窓口相談

訪問相談

電話相談

電子メールによる相談

SNSによる相談

消防との連携

その他の連携先の有無

自殺未遂者支援に関するネットワーク構築（会議開催）

自殺未遂者支援に関する研修の実施

その他の内容での実施の有無

精神保健医療福祉の相談が必要な人のための相談部門と
自殺対策担当部門との連携の有無

自殺や自殺関連事業等
に関する正しい知識の
普及

自殺未遂者への個別支援の実施状況
　※有無を選択

医療機関との連携

医療機関以外の関係機関との連携

警察との連携

75から79について、

74の回答内容にかかわらず、

必ず回答してください。



83 令和６年９月改訂「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引き」JSCP作成

84 直接設置、間接設置、委託を含む

85 直接設置、間接設置、委託を含む

86 注）精神保健福祉相談の一環として実施されるものを含む。

87

88

89

90

91 学校、関係機関、委託を含む

92 関係機関、委託を含む

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109
注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を入力。計画において対象校を定めていない場合も
回答すること。

110

注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を分子に、計画で定めた目標の対象校数を分母に置
き、算出。把握が可能であれば、延べの実施校数でなく実数で回答すること。この時、同じ学校
で年度をまたいだ場合を含め、複数回実施したという場合には、１回として計上・回答となる。
実施校の設置場所に関わらず、事業実施主体となっている者の自治体において計上すること。計
画において対象校を定めていない場合、回答ができないことになるため、運用上において対象校
を定め次年度以降は回答すること。

111
注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を入力。計画において対象校を定めていない場合も
回答すること。

112

注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を分子に、計画で定めた目標の対象校数を分母に置
き、算出。把握が可能であれば、延べの実施校数でなく実数で回答すること。この時、同じ学校
で複数回実施したという場合には、１回として計上・回答となる。実施校の設置場所に関わら
ず、事業実施主体となっている者の自治体において計上すること。計画において対象校を定めて
いない場合、回答ができないことになるため、運用上において対象校を定め次年度以降は回答す
ること。

113

114
注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を入力。計画において対象校を定めていない場合も
回答すること。設置者にかかわらず、SOSの出し方に関する教育を高等学校で実施した場合は回
答すること。

115

注）計画策定時から昨年度末までの累積校数を分子に、計画で定めた目標の対象校数を分母に置
き、算出。把握が可能であれば、延べの実施校数でなく実数で回答すること。この時、同じ学校
で複数回実施したという場合には、１回として計上・回答となる。実施校の設置場所に関わら
ず、事業実施主体となっている者の自治体において計上すること。計画において対象校を定めて
いない場合、回答ができないことになるため、運用上において対象校を定め次年度以降は回答す
ること。設置者でない場合は、率は算出できないので、回答不要。

116 他自治体への提供を依頼させていただく場合があります。

117

118

119

120

令和６年９月改訂「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」
を活用していますか　※プルダウンリストより選択

自死遺族等に限定した「心のケアに関する相談窓口」の設置
（対面・電話・メール・SNSの委託事業を含む）	

自死遺族等に限定した「生活等の相談窓口」の設置
（対面・電話・メール・SNSの委託事業を含む）	

自死遺族等への初期介入
（個別訪問、支援会議の開催等）

自死遺族等支援に関する啓発イベント等の実施（講演会・パネル展等）

自死遺族等向けのわかち合いの会の主催または運営の支援
（会場提供・運営費の補助等を含む）

自死遺族等支援に関する研修等の実施（職員・民間団体向け）	

自治体独自の自死遺族等支援に関する支援者向けの手引や
マニュアル等の作成	

障害者虐待防止法に基づく会議

高齢者虐待防止法に基づく会議

介護保険法に基づく地域ケア会議における個別ケア会議

孤独・孤立対策推進法における会議

学校、職場等で自殺があった場合の事後対応	

遺児等への支援（遺児向けの冊子作成、ヤングケアラー支援等）

その他の場合の具体的内容
　※自由記述

自殺対策担当が主催するケース会議

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領によるケース会議

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議

社会福祉法に基づく支援会議

中学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

中学校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択

貴自治体が、高校設置者である場合〇、ではない場合✕を選択

高等学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

高等校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択（設置者でない場合は回答不要）

公開している教材やプログラムがあればURLを記載

個別支援にかかる『その他の会議』

生活困窮者自立支援制度等に係る各種取組との恒常的な連携の有無
（個別事例の検討を除く）

孤独・孤立対策地域協議会への参画の有無

自治体からの講師（保健師等）派遣実施有無
　※有無を選択

上記設問(107）の派遣回数（のべ回数）　※整数入力

小学校（昨年度の累積校数／のべ回数ではありません）
　※整数入力

小学校実施率（％）※累積校数／対象校数、
　※プルダウンリストより選択

学校等における、保護者を対象とした講座の実施等によるアプローチの有無

こども・若者とかかわる度合いの高い関係者（教員・保護者以外）へのアプ
ローチの有無
例：社会教育団体（スポーツ団体等）の指導者や町会関係（こども会担当等）
者

地域自立支援協議会における個別支援会議

要保護児童対策地域協議会における個別ケース検討会

地域包括支援センター等、高齢者を支援する部門との連携の有無

母子保健部門や子育て家庭支援部門のいずれかと
自殺対策担当部門の連携の有無



121

122

123

124

125

126 　地域における自殺対策取組事例を活用

127 　オンライン学習資料（ダウンロード）を活用

128 　統計を活用

129 　自殺対策に関する参考情報や最新の関連報道を活用

130 　JSCPの作成したeｰラーニング研修を活用

131 　集合研修（派遣含む）でYouTube動画等を活用

132 　資料を二次利用（他の研修・資料配布等）して活用

133 　計画策定時に活用

134 　次年度の事業立案時に参照

135 　計画策定時に活用

136 　計画見直し・評価の際に活用

137 　庁内外会議の資料作成の際に活用

138 　自殺対策計画策定の際に活用

139 　計画見直し・評価の際に活用

140 　その他で活用

141

142

143

144

145

※

職場における環境やパワハラ等の相談に対し
相談窓口の案内や助言、情報の提供を実施している

企業に向けて、職場環境の改善の推進やメンタルヘルス対策の推進
にかかる事業を行っている

民間団体の人材育成に対する支援の実施の有無

民間団体の相談事業に対する支援の有無

民間団体と自殺対策部門との取組の連携の有無（自殺多発地域や先駆的取組等
の事業の連携）

自殺対策の推進における課題・問題点や各都道府県の地域自殺対策推進セン
ターに期待する支援の内容

JSCPに期待する支援の内容

備考（連絡事項があれば）

地域版ホエールの活用
状況

JSCPが作成したゲート
キーパー研修コンテン
ツの活用状況

地域における自殺対策
取組事例の活用状況

地域自殺対策政策パッ
ケージの活用状況

地域自殺実態プロファ
イルの活用状況

「地域自殺対策計画」策定・見直しの手引の活用状況

自殺対策推進状況調査の活用状況

地域自殺対策推進センター運営実施要綱に基づくセンター運営の状況
（センター設置自治体のみ回答）


